
 
                                           

1 

NY マーケットレポート（2022 年 3 月 2 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY市場レポート （前日 22 時 00分～午前 6時 30分まで） 
 

米国の主要な経済指標の結果 

2 月 ADP 雇用統計 47.5万人（予想 37.5 万人・前回 -30.1 万人⇒50.9 万人） 

2 月の米 ADP 雇用統計は、雇用者数の伸びが市場予想を上回る伸びとなり、オミクロン株の感染拡大の影響

から持ち直していることが示された。サービス部門は+41.7 万人と大幅に増加し、娯楽・ホスピタリティー

が特に伸びた。従業員数 50 人未満の小規模企業の雇用者数は-9.6万人となったが、大規模企業では 55.2万

人と 2020年 6月以来の大幅な伸びとなった。 

 

データを基に SBILMが作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
                                           

3 

パウエル FRB議長の議会証言での主な発言 

・政策を正常に､恐らくより引き締め気味にするのが目的 

・3月に 0.25％の利上げを支持する方向に傾斜 

・インフレ高止まりの場合には 0.50％の利上げもあり得る 

・FRB は他国に制裁を発動しない 

・数十年間経験したことのないようなインフレだ 

・FRB と議会の行動がインフレに寄与した 

・われわれはインフレ動向を予測できないと謙虚に思う 

・原油高がインフレサイクルにつながらないよう万全期す 

・バランスシート正常化には 3年強かかると想定 

・経済の軟着陸を果たす可能性は高い 

・利上げは事実上すでに起きている 
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米主要株価指数は大幅反発 

米株式市場では、ロシアとウクライナの 2 回目の停戦交渉が近日中に予定されていることで、停戦交渉の進

展を期待した買いが先行した。さらに、パウエル FRB議長が議会証言で 0.25％の利上げを支持する方向に傾

斜と発言したことから、急速な金融引き締めへの警戒感が後退したことも支援材料となり、主要株価指数は

大幅高となった。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きとなり、一時前日比 718ドル高まで上昇した。終盤

には上げ幅を縮小して 596.40 ドル高（+1.79％）で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダックは、219.56

ポイント高（+1.62％）で終了した。 

 

データを基に SBILMが作成 
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ドル円・クロス円は堅調な動き 

NY 市場では、序盤に発表された 2月の ADP 雇用統計が市場予想を上回る結果となり、さらに前月結果が大幅

上方修正されたことを受けて、ドルは主要通貨に対して堅調な動きとなった。その後、パウエル FRB議長が

議会証言で 0.25％の利上げを支持すると発言したことで、急速な金融引き締めへの期待感が後退したことで、

ドル上値の重い動きとなる場面もあった。しかし、質疑応答でインフレが高止まりする場合には 0.50％の利

上げもあり得るとしたことを受けて、米長期金利の指標となる米 10年債利回りが 1.745％から 1.906％まで

上昇するなど、米長短金利が軒並み上昇したことでドルは再び上昇となり、ドル/円は 115.25から 115.62ま

で上昇した。ただ、上昇一服後は上値の重い動きが続いた。一方、クロス円は欧米の主要株価指数が大幅反

発となったことを受けて、堅調な動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 
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